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危険箇所の映像提供（川内川河川事務所）

10.わかりやすく精度の高い情報提供

自治体への
情報伝達訓練

薩摩川内市副市長

薩摩川内市防災担当

可搬カメラ・TV会議
現場情報収集訓練

川内川流域では各観測所毎の危険箇所に水位の把握できる量水標を設置し、出水時には人員配置やカメラなどによる監視が可能となっ
ています。この映像は各自治体でも視聴可能となっているため、はん濫危険箇所の切迫した状況を現地映像と量水標でわかりやすく認識
することが可能となっています。
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近年多発するゲリラ豪雨や台風災害、また活発な活動を続ける新燃岳の噴火活
動による災害から身を守るために必要な知識を普及することで、「自助」「共助」
「公助」の観点から地域防災力を向上させるために、防災・減災フォーラムを実施。
（Ｈ２３．１２．３開催）

川内川河川事務所
●危険度レベルの
表示

凡 例

: 危険度レベル表示板

: 橋脚塗装工事

東郷橋

太平橋
倉野橋

宮之城
橋

宮都大
橋

鵜木橋

栗野橋

吉松橋

真幸橋

川内水位観測所

倉野橋水位観測所

宮之城水位観測所

川原地区護
岸

栗野橋水位観測所

吉松水位観測所

真幸水位観測所

危 険 度 レ ベ ル 表 示 板

宮之城水位観測所

久住橋

橋 脚 塗 装 工 事

６箇所（H19.9完了)

真幸橋

１０橋＋１護岸（H23.6完了)

橋梁の橋脚部及び水位観測所に危険度レベルを表示。出水時には水防団が水防警報発令時に現地の危険度レ
ベルを監視し水防活動の目安として活用されています。また地元住民は橋梁の危険度レベルを確認して今後の雨
や水位に関する問い合わせがあるなど、危険度レベルの認識が向上しています。

危険度レベル橋梁塗装（川内川河川事務所）

10.わかりやすく精度の高い情報提供

橋梁の橋脚部及び水位観測所に危険度レベルを表示。出水時には水防団が水防警報発令時に現地の危険度レ
ベルを監視し水防活動の目安として活用されています。また地元住民は橋梁の危険度レベルを確認して今後の雨
や水位に関する問い合わせがあるなど、危険度レベルの認識が向上しています。
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近年多発するゲリラ豪雨や台風災害、また活発な活動を続ける新燃岳の噴火活動による災害から身を守るために
必要な知識を普及することで、「自助」「共助」「公助」の観点から地域防災力を向上させるために、防災・減災フォー
ラムを実施。講演を聴講し、これからの地域防災活動の重要性を再認識させられたなど評価を頂いています。（Ｈ２
３．１２．３開催）

防災・減災フォーラムの客席状況

防災・減災フォーラム2011in川内川
～洪水・火山防災を考える～

防災・減災フォーラム開催（川内川河川事務所）

6.水害危険性の認識向上
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平成１５年から始まった「川内川子ども環境ネットワーク」で平成２２年４月から新たな取り組みをスタートしました。
これまで活動していた川内川流域での水質調査と水生生物調査等を『環境教室』とし、新たに「水害に関する知識
を深めてもらい、緊急時の避難に対する心がけを持ってもらう」事を目的とした『防災教室』を開校し、防災に関する
認識の普及を図っています。今年度は、合わせて１０００名を超える方々がこども環境ネットワークに参加し、河川
環境や防災対策の重要性について学びました。

【川の防災教育】
目的 内容
・防災意識の向上 ・防災講義（屋内）
・自助、共助精神の発育 ・川の危険箇所の把握（屋外）

【川の環境教育】
目的 内容
・水質、ゴミ問題 ・環境講義（屋内）
・モラル感 ・水質・水生生物調査（屋外）
・「川内川」を知ろう

子ども環境ネットワーク実施（川内川河川事務所）

6.水害危険性の認識向上
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自主防災組織単位で作成する、地区の住民ひとりひとりの避難経路や避難時の要援護者の確認、災害時の緊急連絡先等を記載し
た「マイ洪水ハザードマップ」の作成支援を行いました。地図作成の目的・作成方法の住民説明、地図の素案作成、地図の素案を基
にした現地調査、現地調査後の地図再確認、避難に必要な情報の記載等、地域住民、町、国が一体となってマイ洪水ハザードマップ
を作成。災害時要援護者の表記については援護者と要援護者の家屋に色分けをして表現するなど、個人情報に配慮した表現として
います。地域住民一体となって地図作成や現地調査を行ったことで平常時のコミュニケーションが図られ、より一層「自助」「共助」によ
る地域防災力が向上しました。

地図の原案を元に現地調査を実施

マイ洪水ハザードマップ説明会の様子

Ｈ２３．８．３０ 南日本新聞

轟原公民会洪水避難地図作成支援（川内川河川事務所）

1.洪水ハザードマップの作成支援
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川内川流域自治体と川内川河川事務所に接続される光ケーブル網を利用し、遠隔防災会議システムを構築しまし
た。流域５市町でホットラインの訓練を行い、各自治体から「危険な状況をリアルタイムで映像にて確認できるため
非常に効果的で役立つ」との評価を得ています。

ホットラインの強化（川内川河川事務所）

14.収集情報の発令判断への活用
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自治体への
情報伝達訓練

薩摩川内市副市長

可搬カメラ・TV会議
現場情報収集訓練

ホットラインの強化（川内川河川事務所）

14.収集情報の発令判断への活用

7



薩摩川内市南瀬地区・久住地区の条例制定区域

南瀬地区

久住地区

さつま町大願寺地区の条例制定区域

大願寺地区

薩摩川内市司野地区の条例制定区域

司野地区

Ｈ２３．７．２２ 鹿児島建設新聞

災害危険区域条例化の支援（川内川河川事務所）

7.浸水地区土地利用規制等

輪中提区間の薩摩川内市司野地区、南瀬地区、久住地区およびさつま町大願寺地区において建築基準法に基づ
いた建築の制限を行う「災害危険区域」の条例を制定。水害により浸水の恐れがある区域内において浸水による被
害が軽減されます。

薩摩川内市地元説明会の様子

●条例公布状況

司野下地区：平成２３年 ７月 ８日

南瀬下地区：平成２３年 ７月 ８日

大願寺地区：平成２３年 ６月２８日
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国土交通省所管施設に大規模な災害が発生し、また、発生するおそれがある場合に、被害の拡大や二次災害の
防止を目的とする取り組みとして、九州地方整備局長と川内川流域自治体との間で大規模災害時の応援に関する
内容を定めた協定を締結しました。災害時の応援のほか、平常時から防災に関する情報や資料の交換を行い、応
援の円滑な実施を図っていきます。

●協定締結日

薩摩川内市：平成２３年８月１８日

さつま町 ：平成２３年８月１７日

伊佐市 ：平成２３年８月１７日

湧水町 ：平成２３年８月１８日

えびの市 ：平成２３年８月１８日

●大規模な災害時の応援に関する協定書（さつま町）

大規模な災害時の応援に関する協定（川内川河川事務所）

17.関係機関との協力体制の確立
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指定避難所の地デジテレビ設置（薩摩川内市）

3．災害時要援護者の避難対策について（指定避難所における防災情報取得）

薩摩川内市では，避難時における気象・台風等の防災情報の取得を図るため，各指定避難所に地上デジタ
ル放送対応テレビの設置を進めています。

平成22年度は市有施設に設置し，23年度は，自治公民館等の市有施設以外の施設に，地上デジタル放送
対応テレビの購入補助制度を創設し，管理者にテレビの購入を依頼しました。これにより全ての避難所におい
て気象・台風等の情報収集ができるようになりました。

指定避難所 １９８箇所
地デジテレビ設置対象指定避難所 ３３箇所（市有施設以外）
川内地域 ：２３箇所 入来地域：２箇所 東郷地域：２箇所 祁答院地域：６箇所
購入できなかった指定避難所についてはポータブルテレビの購入を予定。

設置前

設置後
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防災サポーター研修会（薩摩川内市）

4．水害時住民行動マニュアルの作成（地域住民自らの手による水害時住民行動マニュアルの作成）

防災に関する知識や技能を備えた人材を育成し，地域において防災業務に携わっていただくため，防災サポーター
研修を実施しました。気象に関する講義や東日本大震災視察講話の研修を行いました。

防災サポーター研修会の開催
開催日時：平成２３年１１月１１日（金）
対象者 ：各地区サポーター
参加者数：５５名
内 容 ：気象に関する講義・東日本大震災

視察講話

気象講座

東日本大
震災につ
いて講話

１ 身 分：市の嘱託員。
２ 任 期：１年。再任を妨げない。
３ 選定方法・要件：
地区コミュニティ協議会から推薦を受けた者であること。

４ 人 員：６７名
５ 業務内容

災害対策本部体制の第２配備から従事することとし，災害時に
おける地区災害対策詰所長の指示した業務。
災害対策詰所長会議への出席。
地域防災連絡調整会議の出席(毎年５月末～６月上旬に開催)。
防災サポーター研修会への出席。
がけ地近接危険住宅調査支援業務。
防災行政無線モニター業務。
防災・災害情報の提供業務。
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マイ洪水ハザードマップの作製支援（さつま町）

4．水害時住民行動マニュアルの作成（自分が住む地区・自宅を中心に表示した洪水ハザードマップの作成）

マイ洪水ハザードマップ作成 開始

危険箇所、災害時要援護者等の
地域情報を共有し、

マイ洪水ハザードマップ完成

現地調査

・ さつま町では、轟原公民会を代表地区として選定し、地区の委員の方への趣旨・効果等の説明を実施。
・ 全体スケジュールを作成し、班毎による避難経路・危険箇所・災害時要援護者の把握等の検討を行った。
・ 町内一斉防災訓練の日に併せて、全世帯が参加し、避難経路の現場検証を行った。
・ 現場検証による避難行動時の問題点等を出し合って、洪水避難地図を作製し、全世帯に配付した。

作成手順

既往洪水の発生状況や洪水ハザー
ドマップに関する説明を行う。また、
今後のスケジュールについても確認。

班毎に避難時の危険個所や避難経路、
災害時要援護者等の把握を行った。

実際に避難所までの集合場所、避
難経路等の現地調査を行い、現場で
気づいた事をマップに書き込み、検

証を行った。

現地調査の結果をマップに反映。また、
災害時要援護者情報、土砂災害警戒区
域等も反映した。併せて、避難行動の申

し合わせを確認した。

ステップ２ステップ１

ステップ４

４月 ５月

６、７月 ステップ３５月
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災害危険区域を指定（さつま町）
7．浸水地区の土地利用規制等について
8．浸水に強い建築構造導入について
9．河川沿川における従前の遊水機能の確保に関する対策について

さつま町では、激特事業により整備された輪中堤の外側など浸水を受ける一部区域あります。この区域に新たな住
家が浸水被害を受けないように「さつま町災害危険区域に関する条例」を制定し、一定の規制をかけることとしました。
条例の制定に伴い、大願寺地区の輪中堤と川内川に挟まれる区域（面積60,639㎡）を災害危険区域として指定しま
した。

R267

川内川

夜星川
夜星川橋

災害危険区域指定箇所

（大願寺地区）

輪中堤

国道267号

至 薩摩川内市

至 伊佐市
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災害時要援護者の登録（伊佐市）

3．災害時要援護者避難対策について

伊佐市では、災害時要援護者個別支援制度について、支援を希望する市民の方々に災害時要援護者登録申請を
行っていただき、現在、個別支援計画書の作成準備を進めております。今後、３月に自治会経由で申請者ごとに避難
支援者を選定していただき、台帳を整備し、自治会へは一覧表の形で、申請者の方には個別支援計画書を配布予定
です。また、市消防防災係、消防署及び消防団へも共通情報として計画書を提供し、災害時のより確実な避難支援へ
向けた活用を図ってまいります。

ホームページでの広報
申請書はホームページからも

ダウンロード可能
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要援護者台帳等整備事業（湧水町）

3．災害時要援護者避難対策について

湧水町では、町内各地区において, 自主防災組織が設置されているものの, 依然として行政主導の防災組織で
あるため, それぞれ地区防災組織が行政等と協働して活動できるように育成することで, より早く, 安全な避難支援
体制が整備される。そのために次のような取組みを行っている。

１. 情報収集及び管理について
要援護者の医療情報については, かかりつけの医療機関から, 福祉・介護に関する情報は行政・包括支援
センター・各事業所のケアマネージャー及び介護サービス事業所等から提供を受け基本情報としてデータを
入力しシステム管理する。登録した情報は, 必要により関係機関,団体等へ提供していく。 尚, 常に新しい情報
を管理する必要があるため, 定期的に関係機関等と連絡会等を開催し情報の交換を行っていく。

２. 避難支援マップの整備
災害時においては, 安心・安全な避難経路が必要である。そのため災害の種類に応じて, 要援護者の自宅
から避難場所までの経路を決めておき, 避難支援者等(地区防災組織及び消防団員等)に周知徹底しておく必
要がある。そのため, 常に新しい情報を提供していく。

３. 要援護者登録
要援護者登録については,自己申告となっているが, それぞれの地域において民生委員等を中心に取りまと
めを行い,町へ登録申請を行う。 登録者の情報収集が完了した場合は, すみやかに各地区の自主防災組織
へ情報を提供する。

４. 安全な避難支援対策
より安全な避難支援を行うためには, かねてから要援護者の状態を把握しておく必要がある。そのため要援
護者等に対し, 町が取り組んでいる「向こう三軒両隣」推進運動(民生委員及び福祉アドバイザーを中心とした
見守り, 声かけ運動)を充実させるため全町民へ協力を依頼する。
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自主行動マニュアルの作成（えびの市）

3．水害時住民行動マニュアルの作成

えびの市では、自主防災組織の育成・強化を図るため、自主防災組織の目的・役割についての勉強会や図上
訓練（ＤＩＧ）、水害等の災害を想定した避難訓練を実施し、各種災害時に対応するための自主行動マニュアルの
作成等に取り組んでいる。

自主防災組織による
図上訓練（DIG）の実施

水害等の災害を想定した
避難訓練の様子
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